
⽇付： 2022年3⽉31⽇

Ⅰ．事業概要（総括）

Ⅱ．課題・事業設計の振返り

Ⅲ．今回の事業実施で達成される状態（アウトプット）※複数設定の場合はコピーし複数記載ください。
１．資⾦分配団体としてのアウトプット（※⾮資⾦的⽀援部分を中⼼にご記載ください）

①受益者 ②課題 ③対象地域
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事業実施上
の困難

福岡県

中間⽀援者
事業実施上
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福岡県

中間⽀援者
事業実施上
の困難

福岡県

中間⽀援者
事業実施上
の困難

福岡県

中間⽀援者
事業実施上
の困難

福岡県

中間⽀援者
事業実施上
の困難

福岡県

中間⽀援者
事業実施上
の困難

福岡県

協議会【福岡の明⽇を創る！⼦どもの居場所・
出番をつくる運営協議会】による審査委員会の
開催

開催回数 2回 2回
実⾏団体採択時と事業報告会に合わせての評価コメントを
実⾏団体へフィードバック出来た。

事前評価・事後評価（事業の必要性・妥当性確
認⽀援、事業計画への反映⽀援）

評価の実施 事前事後 事前事後
事業評価に係る評価項⽬等事業内容が反映されるようにで
きた。

広報・認知活動（福岡⼩学⽣新聞「We 
Can!」、メルマガ、SINKaからのプレスリリー
ス、ネットワークを通じた情報発信、SINKaメ
ルマガ、濱砂清メルマガ（3,000⼈）等SNSを通
じた活動内容認知度向上）

広報の実施数
広報媒体１
FBページ投稿数60
SINKaHP

広報媒体１
FBページ投稿数200
SINKaHP

広報を適宜⾏うことで、実⾏団体の活動のより広範囲への
周知が出来た。

（総括）
コロナ禍で影響を受けている⼦ども若者、困難を有する⽅の⽣活困窮、学習格差、社会的孤⽴に対して、居場所・交流の場を提供するため6団体を採択し、⾷⽀援、オンライン学習
⽀援・体験、コミュニティ構築を通じて対象者の孤⽴・孤独解消につながる活動を⾏った。⼦ども若者に対するプログラミング学習⽀援では2,967の参加（アクセス）、ひとり親・
⽣活困窮者へ4,863の⾷⽀援、社会的養護施設⼊所・退所者の登録数200、発達障がい者就労⽀援1,050アクセス、⼦育て中の親（産前産後ケア）273の参加を得ることが出来た。
⼀⽅コロナ禍の⻑期化により、⼦育て世帯の⽀援のため予定していたイベント開催が中⽌・延期を余儀なくされた。オンラインによる⽀援を⾏うにも⽀援を受ける側のWi-Fiやモバ
イルが不⾜していることが分かり、活動内容を変更するなど対応した。社会的養護施設⼊所退所者の就労⽀援においては当初「退所者」を対象としていたが、より早く取り組むこ
とで成果が得やすいため⼊所中からを対象とするなど状況に応じた対応を⾏った。

課題設定、事業設計に関する振り返り

想定した課題に加えてそれ以外の多様な応募があり、申請を受けた段階から多くの学びがあった。
本事業においてはコロナ禍の影響を前提としての事業設計としたが、イベント実施では会場開催からオンライン開催へ切り替える対応を⾏ったが、⽀援を受ける⽅が「オンライン
できるモバイルがない」「Wi-Fi環境がない」といったオンライン環境が整っていない状況が明らかになった。また、実⾏団体の活動として県境を跨いだ移動が制限されたことか
ら、視察や他団体との連携に影響が出たことから、実施可能な活動へ⼀部変更（事業計画変更なし）を⾏った。
課題の設定⾃体（いわゆる「居場所」ニーズの存在）は妥当であったが、我々が把握している以上にいわゆる居場所づくりへの多様なカテゴリ・層のニーズが存在していることが
分かった。当団体が採択された助成規模に対してその数倍の要望（希望額）があり、今後同様の課題にアプローチする際には、助成規模（⾦額）を確保することが望まれる。ま
た、今回把握できた層へのリサーチや団体間連携を事前に事業に織り込むことで、より的確な事業アプローチが可能になると思料する。
また、事業実施で実⾏団体の活動をより広く知ってもらうため、広報媒体の活⽤や当法⼈の独⾃事業であるソーシャルビジネス研究会でのプレゼンテーション、Facebookページ
の開設（情報提供）等を⾏った。これらにより実⾏団体の活動に対する関⼼を集め、実⾏団体間の相互理解・協⼒体制の構築に寄与した。事業終了後もSNSでの情報提供を⾏って
いきたい。

④今回の事業実施で達成される状態
（アウトプット）

⑤指標 ⑥⽬標値・⽬標状態 ⑦結果 ⑧考察

事業実施概要
（事業の総括およびその価値） （価値）

コロナ禍における緊急⽀援として、社会的脆弱性を抱える⽅に学習⽀援、⾷⽀援、就労⽀援を提供することが出来た。また、それぞれの団体でターゲット層へのリーチやより効果
的な活動となるよう⼯夫継続して頂けたこともより価値を⼤きくしていると考える。
本事業での取り組みにより、⽀援が届きにくい層へのアプローチが出来たことに加え、⽀援が必要なターゲット及びその程度が改めて分かったことも⼤きな収穫である。
また、各団体の活動を広報する機会として、HPやFBページ、SINKa独⾃の参加者評価型ビジネスプレゼンテーションでの発表・広報の機会づくり、事業終了に合わせて「実績報
告会」を開催、広報媒体「⼩学⽣新聞（15万部）」による活動紹介、各団体活動のFBページでの紹介などより、実⾏団体間の連携や地域団体と連携しての対応が出来た。
さらにそれぞれの団体に対し、規定の整備や活動資⾦獲得への取り組みについてSINKaによる伴⾛⽀援及び協議会からの助⾔を⾏ったことで、新たに次年度事業の休眠預⾦等活⽤
事業実⾏団体に採択された団体も現れた。体制の強化が出来たことで今後の活動の継続と⽀援基盤の拡⼤につながったと考えている。また団体間連携事業も⽣まれた。

①⼦ども若者
②ひとり親・⽣活困窮者
③社会的養護⼊所者・退所者
④発達障がい者
⑤⼦育て中の親とその⽀援者

受益者の⼈数

①2967

②4870

③200

④1050

⑤273

対象地域

実施時期: 2021年7⽉〜2022年3⽉

事業完了報告書 （資⾦分配団体）

事業名: 福岡⼦ども若者、困窮者応援笑顔創造事業
資⾦分配団体名: ⼀般社団法⼈SINKa
実⾏団体数: 6団体

事業において主たる⽀援対象となった者（受益者）

資⾦分配団体：福岡市、実⾏団体A：福岡県
⼤野城市・春⽇市・筑紫野市・太宰府市・那
珂川市、実⾏団体B:福岡県全域、実⾏団体C:
福岡県久留⽶市及び筑後地域、実⾏団体D:福
岡県福岡市・飯塚市・久留⽶市、実⾏団体E:
福岡県⼤牟⽥市、実⾏団体F：福岡県福岡
市・春⽇市

各団体⽉⼀回以上
各団体⽉1回以上実施
規程作成⽀援100以上

特に組織基盤強化に係る助⾔を求めらえることが多く、よ
り多くの時間を割いたところ、すべての団体で必要な規程
の整備が完了した。

公募説明会の開催、集合研修の開催（事業開始
時、事業終了前）

開催回数 4回 4回 事業推進が円滑に⾏えた。

地域住⺠との関係強化（おやじの会、⾃治会、
⺠⽣委員、PTAなどとの連携など地域組織との
連携を図る）

連携できた組織等の数 １団体以上 1団体 連携体制の強化につながった。

⾏政その他公的機関、協⼒団体との関係強化
（関係機関との連携強化のための福岡県及び九
州圏におけるネットワークの構築）

関係機関等とのネット
ワークの数

6 6 それぞれの団体において、ネットワークが構築できた。

実⾏団体の組織強化（毎⽉の事業推進に関する
相談、コンプライアンス・ガバナンス体制に関
する助⾔、実⾏団体の運営相談、実⾏団体の組
織運営への協⼒者・団体の紹介、⾏政その他公
的機関及び地域団体との連携体制構築）による
活動の事業化⽀援

⾯談の実施回数
コンプライアンス・ガ
バナンス体制に関する
助⾔回数
その他運営相談等の数



中間⽀援者
事業実施上
の困難

福岡県

中間⽀援者
事業実施上
の困難

福岡県

２．実⾏団体のアウトプット合計 ※別の様式で取りまとめている場合はそちらでの代替が可能です。シートを追加し、貼り付けください。

①受益者 ②課題 ③対象地域

⼦ども・学
⽣

学習機会の
不⾜/格差

福岡市・飯
塚市・久留
⽶市

⼦ども・学
⽣

居場所の不
⾜

福岡市・飯
塚市・久留
⽶市

⼦ども・学
⽣

居場所の不
⾜

福岡県⼤牟
⽥市

⼦ども・学
⽣

その他
福岡県⼤牟
⽥市

ひとり親
⾷料関連の
不⾜

福岡県久留
⽶市及び筑
後地域

⽣活困窮者
事業実施上
の困難

福岡県久留
⽶市及び筑
後地域

ひとり親 その他
福岡県久留
⽶市及び筑
後地域

⽣活困窮者 就業困難
福岡県久留
⽶市及び筑
後地域

コロナで影
響を受ける
従事者

居場所の不
⾜

福岡県久留
⽶市及び筑
後地域

⽣活困窮者 就業困難 福岡県内

困難さを抱えた⼦どもを対象にＰＲｅＩＳを⽉
に１〜２回、週末に実施。参加する⼦どもの状
態に合わせて、⽣活⼒を⾼めるためのプログラ
ムを提供。

実施回数や参加者数。
実施したプログラム資
料。

10回程度
ワークシート等ツール
の作成

⽉に１回 全７回開催
(アウトリーチを⼊れ
ると25回程度)
必要テーマに合わせて
ワークシート作成

⽉に１回の定期開催を⾏っている。参加を希望する⼦ども
も増えているが、対応スタッフのマンパワー的課題があ
り、受け⼊れ⼈数を制限する傾向がある。また、コロナ禍
で活動内容の⼯夫が必要となった。参加者に合わせたプロ
グラムを実施し、活動報告等を通して啓発にも務めてい
る。

福岡県で300世帯、全国で600世帯の親⼦（延べ
数約1,800名）にプログラミング学習を通じた学
びの機会、居場所や交流の場、活躍の機会、IT
リテラシーの学習機会が提供されている。

・参加者の態度変容

・ITへの苦⼿意識や不
安を解消し、様々なオ
ンライン⽀援の機会に
も積極的に参加できる
ようになっている

98%（回答数73）の
保護者が、今後のオン
ラインの学習・体験の
機会に対して積極的な
姿勢を⾒せた、他

アンケートの他、特に態度変容が起こった4名に対して、イ
ンタビューを実施。詳細は別添の資料（インタビュー結果
の報告書、アンケート結果の報告書）をご確認ください。

オンライン寺⼦屋を平⽇夜に実施。必要に応じ
てタブレットを貸与。

70回実施 ⽉、⽊の
１９時から２０時３０
分（９０分）実施回数
や参加者数。

⽉・⽊開催で約70回
延べ 150名程度

全64回 ⽉・⽊（祝
⽇を除く）
参加者数 延べ85名

オンライン寺⼦屋は⽉・⽊（祝⽇除く）でスタッフを確保
し定期開催を⾏えた。参加にはアウトリーチによる「動機
付け」と「オンラインの利⽤⽅法の説明」が必要であり、
コロナ禍中、アプローチが予定通り進められない側⾯も
あった。タブレットはスタッフや参加者への貸与により寺
⼦屋内での学習⽀援やチャット対応などが実施出来てい
る。

じじっかファミリープログラムの会員となり、
共に安⼼をつくること

⽉族会員数
星族会員数

⽉族会員50名
星族会員100名

⽉族会員12名
星族会員82名

所属している⽅々への全周知不⾜。誰でも説明できるツー
ルの作成が必要。当事業で⼟台ができたことにより、来年
度に広めていき、プログラムを⽣活に取り⼊れることで困
窮状態が少しでも解消するように進めていく。

社会的養護を経験した若者が抱える困難や課題
を理解し、その雇⽤主としてネットワークに参
加される

依頼した企業数と登録
企業数

登録企業 100社
依頼企業 63社
登録企業   6社

社会的養護経験者で困っているという理由だけでは企業側
に雇⽤のリスクと負担があまりに⼤きく、受⼊企業の拡充
が思うように進まなかった。また受益者の課題も⾒つか
り、雇⽤前にお互いの信頼関係を築く機会を作ることと、
受益者側の⼈材的価値を⾼める必要性を確認した。

④今回の事業実施で達成される状態
（アウトプット）

⑤指標 ⑥⽬標値・⽬標状態 ⑦結果 ⑧考察

福岡県で300世帯、全国で600世帯の親⼦（延べ
数約1,800名）にプログラミング学習を通じた学
びの機会、居場所や交流の場、活躍の機会、IT
リテラシーの学習機会が提供されている。

・学習⽀援の開催数
・参加者数

・放課後プログラミン
グクラブ：週2回（合
計73回）開催、のべ
1,500名参加
・1分間プログラミン
グ（親⼦向け）：5回
開催、のべ150名参加
・CS in English（英
語で学ぶコンピュー
ターサイエンス）：4
回開催、のべ160名参
加

・放課後プログラミン
グクラブ78回開催、
のべ1854⼈が参加
・親⼦で1分間プログ
ラミング21回開催、
のべ約300⼈が参加
・英語でまなぶコン
ピュータ・サイエンス
13回開催、のべ約370
⼈が参加
・福岡県で約300世
帯、全国で約600世帯
の親⼦（のべ約2,500
名）が参加

コロナの状況に応じて参加者数が増減したが、総じて想定
よりも多くの⼦どもを受け⼊れすることができた。また、
夏・秋・冬に発表会を実施することで、毎回のように参加
するヘビーユーザーも増えることになった。1分間プログラ
ミングとCSに関しては、⾃⼰学習の場と、キッズTA育成
の場、パソコンの練習等を⾏う場所を増設するために、実
施回数を増やした。

集団でのダイアログ、発表プレゼンテーション
を通じたモデル事例化及び九州圏での展開を図
る。

ダイアログ、プレゼン
テーション数

3 4
2団体でのテーマごとのプレゼンテーションに加えて事業報
告会を⾏い、共感・仲間づくり、広報⼒及び企画⼒の向上
につなげた。

出⼝戦略策定・事業化推進に関する助⾔（ファ
ンドレイジングに関する専⾨家による助⾔・指
導、事業化に係る企画調整に関する相談・助
⾔）等による活動の事業化⽀援

助成⾦等活動資⾦獲得
数

獲得数１ 2

ひとり親を中⼼としたコロナ禍において更に困
窮状態になっている家庭への週末の⼣飯の配達
と提供により⾷費が減少する。

親⼦⾷堂の回数と提供
世帯数

⽬標回数70回
⽬標世帯数350世帯

実施回数78回
世帯数1518世帯
（延べ4863名）

毎週定期的に開催し続けることで各家庭に周知し⽣活の⼀
部として定着できたと思う。⽉に３万円の⾷費が軽減した
という報告も受けた。⾷費と共に、家事の時間などの負担
も軽減していくとみられる。

困窮している世帯に寄付として集まった⾷材や
⾐類などを配布し、⽣活の安定が保たれるよう
になること

⾷料をお渡しした世帯
数と寄付⽀援をしてい
ただいた回数

お渡し世帯数200世帯
いただく回数50回

お渡し世帯数82世帯
いただいた回数72回

お渡しした回数を11⽉から記載していたので実質はもっと
お渡しできている。寄付をもらった際にもっと配布できる
ようアプローチを今後改善していく。野菜などの⽣物を早
めに配布していく為の⼿⽴てを作る。

⼦育て中にでも、⾃分のスキルを活かし経験
と＋αの収⼊を得る仕組みをつくり、起業とい
う将来の希望や⽣き甲斐へとつなげていける仕
組みを作ること

登録者数
依頼件数

登録者数10名
依頼件数ひとり１件以
上

登録者数7名
依頼件数2回

事業実施に遅れがあり12⽉からのスタートになったこと。
更に周知⽅法が未完成であること。今後⼒を強めていく。
忙しい毎⽇に⾃分のスキルを活かす場があることはシング
ルマザーにとっての意欲につながることは間違いない。

空いている時間に、みんなで出来る仕事を⾏
い、⼩さな収⼊を得る仕組みを作ること

依頼件数
受託者数
総売上

依頼件数5件
受託者数5名
総売上20万円

依頼件数10件
受託者数18名
総売上約91万円

起業にとっての、「少し⼈⼿が⾜りない」に対して、ひと
りが請け負うのではなくチームをつくり働くスタイルを作
れたことが、多く受託できた⼈数に反映した。相互扶助就
労という考え⽅で今後も推進していく。

事業期間内での獲得数は2だが、事業終了後は休眠預⾦事業
３、全体で４事業となっている。
残り2団体も事業継続して活動している。



⼦ども・学
⽣

学習機会の
不⾜/格差

福岡県内

⼦ども・学
⽣

学習機会の
不⾜/格差

福岡県内

⽣活困窮者
相談先の不
⾜

福岡県⼤野
城市・春⽇
市・筑紫野
市・太宰府
市・那珂川
市

⼦ども・学
⽣

学習機会の
不⾜/格差

福岡県⼤野
城市・春⽇
市・筑紫野
市・太宰府
市・那珂川
市

⽣活困窮者 就業困難

福岡県⼤野
城市・春⽇
市・筑紫野
市・太宰府
市・那珂川
市

中間⽀援者
学習機会の
不⾜/格差

福岡県⼤野
城市・春⽇
市・筑紫野
市・太宰府
市・那珂川
市

求職者 就業困難
福岡県春⽇
市・福岡市

求職者 引きこもり
福岡県春⽇
市・福岡市

障碍者
学習機会の
不⾜/格差

福岡県春⽇
市・福岡市

⼦育て⽀援者の育成
事業実施を通じて、⼦
育て⽀援者のスキル
アップを⾏う

事業実施後に「⼦育て
⽀援への不安が減少し
た」と回答する⽅が
100％

事業③活動回数68回
⼦育て⽀援者のスキル
アップをを⽬的とした
保育⼠や公認⼼理師に
よる講座「保育塾」を
開催

事業③
課題：⼦育て⽀援者の学びの場の不⾜や⽀援に対する不安
解消
コロナ禍で⼦どもたちや⽗親、⺟親もストレスが溜まって
いるが、その⽀援を⾏っている⽀援者もまた、ストレスが
溜まってきている。⽀援者のスキルアップを⾏い、悩みを
共有することで⽀援の継続につながった

社会的養護に暮らす⼜は退所する⼦どもや若者
が抱える困難や課題を理解し、職場⾒学の受け
⼊れ企業としてネットワークに参加される

依頼した企業数と登録
企業数

登録企業 100社
依頼企業 63社
徳六企業 24社

⾒学に関しては、企業としてもハードルが引くいこともあ
り、多くの参加企業を募ることができた。また、地域企業
では⼈材不⾜が起きていることも事実であり、若者の選択
肢として知ってもらうことにメリットを感じてもらえる企
業もあった。

社会的養護に暮らす⼜は退所する⼦どもや若者
が抱える困難や課題を理解し、職業体験の受け
⼊れ企業としてネットワークに参加される

依頼した企業数と登録
企業数

登録企業 100社
依頼企業 63社
登録企業 11社

新型コロナの影響により、働くことに不安を感
じる⽅に企業や社会の現状やビジネスマナー等
の情報を得る

オンライン講座の参加
者数
オンラインスタディー
ツアーの視聴回数

社会の現状の講座延べ
30名 BMオンライン
講座延べ100名BM講
座延べ10名オンライ
ンスタディーツアー延
べ100名

オンラインスタディー
ツアー延べ602名（再
⽣回数） 社会の現状
の講座延べ30名 BM
オンライン講座延べ
404名(再⽣回数）BM
講座延べ14名

地元の企業の情報や業種、働き⽅など、当事者や⽀援者保
護者に⾄るまで知る機会や、どうやって情報を⼿に⼊れれ
ばよいのか等除法の格差を感じた。実施した内容で新たな
道を知ることができたという声があったので、さらに情報
を得る機会を増やしていきたいと思う

体験への協⼒企業も多く募ることができた。しかし、実施
するという段階に、どのような体験をするかを詰めておか
なければ、マッチングミスになる可能性もあるため、今
後、重点を置いて検討しなければならない。

⼦育て世帯の⽗親、⺟親の育児不安、孤⽴感の
解消

事業実施を通じて、育
児不安、孤⽴感を抱え
る⽗⺟の割合低下につ
なげる

⽀援後に「育児不安が
ある」「孤⽴感があ
る」と回答した⽗⺟の
割合が0％

事業①活動回数50回
育児相談、訪問ケア
事業④活動回数27回
公認⼼理⼠が対応する
カウンセリング

事業①④
受益者：⼦育て中の⽗親、⺟親、妊産婦
課題：育児不安や孤⽴感
事業①産前産後⽀援：コロナ禍で⾥帰り出産や実家の⽀援
を受けれないケース増加している中、孤⽴しがちな産前産
後の⺟親や⽗親を⽀援し、育児不安解消につながった
事業④相談事業：コロナ禍で学級閉鎖、休校、休園、在宅
ワークなど⾃宅で過ごす時間が増え、家族間でストレスが
溜まっている。また、休校が繰り返されることで⽣活のリ
ズムが狂い、不登校に発展するケースも増えた。

⼦どもが安⼼できる場の創造

事業実施を通じて、⼦
どもが安⼼して過ごす
ことができる場を創造
する

⽀援後に「こども⾷堂
は安⼼して過ごすこと
のできる場所」と回答
した⼦ども、保護者の
割合が100％

事業②活動回数26回
「お茶の会」「ごはん
塾」「科学の教室」な
ど家庭ではできない活
動を体験した

事業②⼦どもの居場所の拡充
コロナの影響によりこども⾷堂の開催が⾒送りになった。
こども⾷堂が⾏われなかったので、別途、⼦どもたちに声
掛けし、体験プログラムを告知した。⼦どもたちは家庭で
は得ることのできない知識を深め、多様な活動を体験でき
た

新型コロナの影響により、働くことに不安を感
じる⽅に企業や社会の現状やビジネスマナー等
の情報を得て、⾃⾝がどんな業種で働きたいの
かを考え、社会資源を使いながら、就職活動を
始める

オンライン講座の参加
者数
オンラインスタディツ
アーの視聴回数

社会の現状の講座延べ
30名 BMオンライン
講座延べ100名BM講
座延べ10名オンライ
ンスタディーツアー延
べ100名

オンラインスタディー
ツアー延べ602名（再
⽣回数） 社会の現状
の講座延べ30名 BM
オンライン講座延べ
404名(再⽣回数）BM
講座延べ14名

就業困難者に対して働きたい気持ちはあるが、体調が整わ
ないなどの理由で働けていない⼈もいるので、多様な働き
⽅が必要ではないかと思われる。今回テレワークについて
のオンライン講座を開いたが、テレワークで働くイメージ
がなかったが、それが分かってよかったなどの声が上がっ
た。
雇⽤されるだけではなく、様々な働き⽅についての情報を
渡して⾏ければと思う

新型コロナの影響により、働くことに不安を感
じる⽅に企業や社会の現状やビジネスマナー等
の情報を得て、現在の状況から⼀歩踏み出す
スモールステップだが、動画で⾒た業種をHPで
検索する。家族と働くことについて話す。本⼈
が少し前向きになれたと家族が感じる

オンライン講座の参加
者数
オンラインスタディー
ツアーの視聴回数

社会の現状の講座延べ
30名 BMオンライン
講座延べ100名BM講
座延べ10名オンライ
ンスタディーツアー延
べ100名

オンラインスタディー
ツアー延べ602名（再
⽣回数） 社会の現状
の講座延べ30名 BM
オンライン講座延べ
404名(再⽣回数）BM
講座延べ14名

引きこもりの⽅にとって社会で⾃分は通⽤するのかという
不安があるように思う。BMの講座の中で⾃⾝の考えが間
違ってなかったと確信しアルバイトへ⼀歩⾜を踏み出した
⽅がいたのは、⼀つの成果だと思う 
今回の取り組みは、障がいのある⽅に対してのプログラム
もあったので、引きこもりの⽅の中には⾃分には関係ない
と思う⽅もいた。今後参加者が増えるように広報等の⼯夫
やた団体との連携が必要である

⺟親のキャリアアップ及び就労状況の改善

事業実施を通じて、⼦
育て世帯の⺟親のキャ
リアアップ及び雇⽤状
況の安定を実現する

⽀援後に「現在の就労
状況（賃⾦、勤務形
態、職場環境）に満⾜
している」と回答した
者の割合が100％

事業⑤活動回数30回
就労相談、就労⽀援セ
ミナーを開催

事業⑤
受益者：⼦育て中の⼥性
思うように告知ができずに、対象者に情報が届かなかっ
た。就労⽀援セミナーを受講した⼥性からは「就職活動の
第⼀歩が踏み出せそう」「動くきっかけになった」などの
感想をいただいた



Ⅳ．アウトカム（事業実施以降に⽬標とする状況）*

Ⅴ．資⾦分配団体としての⽀援の取り組みに対する総括

Ⅵ．想定外のアウトカム、活動、波及効果など

Ⅶ．事業終了時の課題を取り巻く環境や対象者の変化と次の活動

Ⅷ. 他団体との連携

Ⅸ．インプット（精算⾦額と⼀致させる必要はありません）

補⾜説明
プログラムオフィサー関連経費は実⾏団体その他への旅費を計上していたが、コロナ禍による移動制限により⽀出が⼤きく減少し
た。

合計 \0 \35,826,000 \35,826,000 \35,129,693 98%
プログラムオフィサー関連経費 \0 \600,000 \600,000 \73,780 12%

100%
管理的経費 \0 \5,226,000 \5,226,000 \5,055,913 97%

事業費
直接事業費 \0 \30,000,000 \30,000,000 \30,000,000

2020年度 2021年度 合計 実績額 執⾏率

広報活動
福岡県内資⾦分配団体 事業公募の周知 より多くの申請を得ることが出来た。

課題を取り巻く変化

コロナ禍の想定を超える⻑期化により、緊急⽀援を必要としている社会的脆弱性を抱える層の状況は改善しているとは⾔い難い。実⾏団体その他地域活動団体との意⾒交換・ヒア
リングにおいては、⽀援を必要としている⽅の数は増加していることが思料される。居場所・活躍の場所をつくることで⼀定を成果を得たが、まだまだ⽀援が必要な層があり、⼤
きなニーズを確認している。

本事業を⾏なっている中で⽣じた
実⾏団体や受益者のもっとも重要な変化だと感じた点
（1,2団体の事例を具体的かつ⾃由にご記載ください）

実⾏団体NPO法⼈国際教育⽀援機構スマイリーフラワーズについて、⽬的が社会的養護退所者の就労格差を是正するとしており、⽀援対象者を当初「養護施設退所者」としてい
た。退所者は確かに⽀援を必要としていたが、⽀援対象者を退所前の⼊所者まで拡⼤することで、退所までに就労に結び付けられることが強く思料された。そこで⽀援対象者を拡
⼤し、⽀援が必要かつ的確に届くようにした。またその際に緊急コロナ枠であることも鑑み（JANPIAに確認し）計画は変更することなく、活動の範囲内とすることが出来たこと
から迅速な対応が可能となった。

活動 実績内容 結果・成果・影響等

集団でのダイアログ、発表プレゼンテーションを通じた
モデル事例化及び九州圏での展開を図る。 調査普及啓発・アドボカシー⽀援 想定以上の成果があった

実⾏団体間での活動への理解も進み、事業終了後も協⼒関係を維持しつつシナジー効果を⽣み出してい
る。

想定外のアウトカム、活動、波及効果など

SNSでの情報発信を継続的に⾏い、強化したことで、実⾏団体活動をより多くの⼈に周知出来た。
実⾏団体の活動を紹介し、ダイアログを⾏うプレゼンテーションの機会を創出することで、実⾏団体間での協働へとつながった。
実⾏団体の⽀援対象者を広げたいとの希望に伴い活動内容の⾒直しなどへの助⾔を⾏い、より効果的な⽀援につなげることができた。

協議会【福岡の明⽇を創る！⼦どもの居場所・出番をつ
くる運営協議会】による審査委員会の開催 事業運営⽀援 想定通りの成果 協議会体制での推進が有効であることが確認できた。

出⼝戦略策定・事業化推進に関する助⾔（ファンドレイ
ジングに関する専⾨家による助⾔・指導、事業化に係る
企画調整に関する相談・助⾔）等による活動の事業化⽀
援

資⾦調達⽀援 想定以上の成果があった

継続的な助⾔等により、活動が継続できるよう助成⾦事業への申請等積極的な取り組みにつなげること
が出来た。休眠預⾦事業実⾏団体申請に取り組んだ団体4団体（うち1団体採択）、その他助成⾦事業へ
の申請1団体（採択）。

広報・認知活動（福岡⼩学⽣新聞「We Can!」、メルマ
ガ、SINKaからのプレスリリース、ネットワークを通じ
た情報発信、濱砂清メルマガ（3,000⼈）等SNSを通じた
活動内容認知度向上）

調査普及啓発・アドボカシー⽀援 想定以上の成果があった

Facebookページ「九州ふくおかの明⽇を創る！⼦ども若者・困窮者の居場所・出番をつくる推進協議
会」の開設運営を通じて、協⼒団体との連携がスタートするなどの成果があった。
福岡⼩学⽣新聞（15万部）への団体情報掲載では想定以上の反響があった。
定期的な情報発信を⾏うことで、確実に興味関⼼のある⽀援者層へのアプローチが出来た。

毎⽉の事業推進に係る助⾔を通じて、全実⾏団体のコンプライアンス・ガバナンス体制の強化が出来
た。
事業推進に係る⼈材の育成についての助⾔を通じて、助成⾦事業参画へのハードルを⼤きく下げること
が出来た。

実⾏団体の組織強化（毎⽉の事業推進に関する相談、コ
ンプライアンス・ガバナンス体制に関する助⾔、実⾏団
体の運営相談、実⾏団体の組織運営への協⼒者・団体の
紹介、⾏政その他公的機関及び地域団体との連携体制構
築）による活動の事業化⽀援

組織基盤構築⽀援 想定以上の成果があった

考察等

実⾏団体との協働により、⼦ども若者、ひとり親世帯・困窮家庭、⼦育て中の親、養護施設⼊所・退所者、発達障がい者等に対し、⾷⽀援、オンライン学習⽀援、就労⽀援など多
様な⽀援を実施することができた。
社会的脆弱性を抱える⽅に対して、ふれあい・交流・コミュニティ構築により居場所と出番づくりにつなげることができた。
助成終了後の出⼝戦略へ向けて事業開始当初から実⾏団体への⽀援を継続して⾏うことで、休眠預⾦実⾏団体へ4団体が応募し、1団体が採択（3団体未定）、1団体が他助成⾦に採
択されている。また、NPO法⼈にあっては認定（認定NPO法⼈制度）へ取り組みを進めている団体もある。
広報活動や組織運営に係る規程類整備とその運⽤などは推進できた⼀⽅で、事業推進を担う⼈材の育成も必要。資⾦調達は構造上すべての団体において常に課題である。活動継続
はするものの「事業化」にはもう少し時間と⼈材を要する。

資⾦分配団体の取り組み詳細（実⾏団体に対する⾮資⾦的⽀援）
取り組み 取り組み分類 到達度 概要および考察

事業実施以降に⽬標とする状況

事業実施1年後、福岡県（九州）において、社会的孤⽴を防ぐための居場所づくりによる⾷⽀援、学習⽀援等が⾏われ、ひとり親世帯や経済的困窮家庭500世帯1,000名の⼦どもの
⼼の貧困が解消され、学習機会が継続確保される。
困難を抱える⽅100名に対するふれあい・交流、コミュニティ構築を通じた⼈が繋がる居場所と出番づくりを創出し、やりがいと希望を持って⽣活できる社会の実現のスタート
アップが実現している。

事前評価・事後評価（事業の必要性・妥当性確認⽀援、
事業計画への反映⽀援） 事業運営⽀援 想定通りの成果

ロジックモデルに基づいた⾃⼰評価を⾏うことができた。

公募説明会の開催、集合研修の開催（事業開始時、事業
終了前） 事業運営⽀援 想定以上の成果があった

公募説明会、集合研修で事業への理解を醸成できた。

地域住⺠との関係強化（おやじの会、⾃治会、⺠⽣委
員、PTAなどとの連携など地域組織との連携を図る） ネットワーク形成・CI促進⽀援 想定通りの成果

地域団体との意⾒交換等を通じた連携が出来た。

⾏政その他公的機関、協⼒団体との関係強化（関係機関
との連携強化のための福岡県及び九州圏におけるネット
ワークの構築）

ネットワーク形成・CI促進⽀援 想定通りの成果

活動に興味を持った市町村担当者への周知、その他NPOボランティアセンターなど関連施設への活動
周知などを⾏い関係強化が出来た。

組織基盤強化
⾮営利組織評価センター 組織評価に係る意⾒交換の実施 実⾏団体のベーシックガバナンスチェック評価実施。



有無

有

有

無

Ⅺ. ガバナンス・コンプライアンス実績

9.内部通報制度は整備されていますか。 はい(JANPIAの通報制度利⽤)

7.事業完了した実⾏団体へ監査を⾏いましたか。 実施済(概要を右に記載) 実⾏団体事業終了後に事業及び資⾦に係る監査を⾏った。

8.本事業に対して、国や地⽅公共団体からの補助⾦・助成⾦等を申請、または受領して
いますか。

いいえ

5.ガバナンス・コンプライアンスの整備や強化施策を検討・実施しましたか。 はい(内容を右に記載)

コンプライアンス委員会を設置して運⽤している。

6.報告年度の会計監査はどのように実施しましたか。
（実施予定の場合含む）（複数選択可）

外部監査
内部監査

実施予定はない
(右に理由を記載)

3.関連する規程類や資⾦提供契約の定めどおり情報公開を⾏っていますか。 はい

4.コンプライアンス委員会またはコンプライアンス責任者を設置していましたか。 はい

1. 社員総会、評議員会、理事会は、規程類の定める通りに開催されていますか。 はい

2. 利益相反防⽌のための⾃⼰申告を定期的に⾏っていますか。 はい

4.変更があった規程類に関してJANPIAに報告しましたか。 変更はなかった

②ガバナンス・コンプライアンス体制 状況 内容

1.事業期間に整備が求められている規程類の整備は完了しましたか。 完了

2.上記設問1で「整備中」の場合は、事業開始時と⽐較して、整備状況がどのように改
善されたかを記載してください。

3.整備が完了した規程類を⾃団体のwebサイト上で広く⼀般公開していますか。 全て公開した

広報制作物等 プレスリリース

報告書等

①規程類※の整備実績 
 

状況 内容

Ⅹ. 広報実績 

広報内容 内容

メディア掲載（TV・ラジオ・新聞・雑誌・WEB等） 福岡⼩学⽣新聞令和3年11⽉号（（株）フラウ）15万部


